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2 つの要因 A, B はそれぞれ m, n 個の名義尺度で分類されており，A1, . . . , Am と
B1, . . . , Bn で表されるとする。2つの分類の組み合わせ（セルと呼ぶことにする）として




Xij , X.j =
m∑
i=1








以上を表にまとめると表 1のようになる。これが 2次元の m× n 分割表である。
本論文の議論は多次元にも同様に拡張可能であるが，ここでは特に触れないでおく。
表 1: 名義尺度の分割表
B1 · · · Bn 計





Am Xm1 · · · Xmn Xm.
計 X.1 · · · X.n N
さて，この分割表に対する独立性の検定とは以下のような帰無仮説に対して行われる検
定のことである。
H0 : pij = pi. · p.j for all i,j
ただし，pij = E(Xij)/N，pi. =
∑n









ある。抜き出した行が {i1, . . . , ip} ⊆ {1, 2, . . . ,m} で，列が {j1, . . . , jq} ⊆ {1, 2, . . . , n} の
場合は表 2のようになる。
表 2: 部分分割表
Bj1 · · · Bjq








Marcus et al. (1976) は次のような閉検定手順という定理を導出した。（Hochberg and
Tamhane (1987)や永田・吉田 (1997)を参照。なお，原著では定理にしておらず，以下の
形は主に Hochberg and Tamhane (1987)による。）
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定理 1 (Marcus et al. (1976)) 仮説の族 {Hi (1 ≤ i ≤ m)} があるとき，すべての





そのとき，HP の棄却を次のように定めた検定の手順はその族の Type I FWE を有意水準
α に強く抑制する。
「HP が棄却される必要十分条件は P ⊆ Q を満たすすべての Q に対して HQ が同手順
の中で有意水準 α で棄却されていること」






とも可能である。その例としては Tukey の方法にそれを適用した Tukey-Welcsh の方法が
ある。
4 提案する分割表の多重比較法
2× n 分割表（n ≥ 3）に対して，提案する方法を述べる。
次のような仮説の族を考える。
S = {p1i/p2i = p1j/p2j | 1 ≤ i < j ≤ n}
すべての仮説が成り立つ場合は独立性の帰無仮説に一致する。
提案する方法を作るために，まず S を拡張する。
S の要素から構成される仮説はいくつかの列の集まりにおいて比率 p1i/p2i が等しいと
いうものになるが，そのうち以下のように一つの集まりでのみ構成される仮説の族を S ′と
おく。
p1i1/p2i1 = · · · = p1ik/p2ik , i1, . . . , ik ⊆ {1, 2, . . . , n}
ここで，k を仮説の大きさと呼ぶことにする。






1単に「抑制する」方法というものは，仮説の族に含まれるすべての仮説が正しい場合だけ Type I FWE を
抑えるため，現在推奨されていない。
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手順 1 有意水準 α を定める。
手順 2 分割表全体に関して有意水準 α で独立性の検定を行う。棄却されれば k = n− 1 と
おいて次へ進む。保留されれば S ′ のすべての仮説を保留して終了する。
手順 3 S ′ でまだ保留となっていない大きさ k のすべての仮説について，対応する列のみ
を取り出した部分分割表に対する有意水準 αk の独立性の検定を行う。ただし，
αn−1 = α, αk = 1− (1− α)k/n (k = 2, . . . , n− 2)
である。
手順 4 k = 2 の場合は終了する。
手順 5 S ′ 内で保留された仮説を含む（列の添え字の集合としては含まれる）大きさ k − 1
の仮説をすべて保留する。大きさ k の仮説のうち，一つでも棄却されれば k − 1 を
新しく k とおき，手順 3に戻ってこの手順を繰り返す。
定理 2 上の検定手順は仮説の族 S の Type I FWE を有意水準 α に強く抑制する。
証明は簡単で検定統計量の独立性から明らかに Sˇida´k の不等式が満たされることにより，
S の要素から構成される仮説で S ′ に含まれないものも有意水準 α での検定が閉検定手順
として矛盾なく行えるからである。
5 提案する方法の拡張の可能性























α (p = m− 1 and q = n− 1)
1− (1 − α)q/n (p = m− 1 and q = 2, . . . , n − 2)
1− (1 − α)p/m (p = 2, . . . ,m− 2 and q = n− 1)













職業 軽度 中程度 重度
1. 専門職・技術職 148 444 86
2. 経営者・公務員 111 352 49
3. 事務系職 645 1911 328
4. 営業職 165 771 119
5. 農林水産業・鉱業従事者 383 1829 311
6. 運輸通信業者 96 293 47
7. 職人 98 330 58
8. 製造業従事者 199 874 155
9. サービス業従事者 59 199 30
10. 定職なし 262 1320 236
職業によって発見時の重症度に違いがあるかという問題を考えてみる。表全体に関して








1.有意水準 α = 0.05 とする。





2 3 4 5 6 7 8 9 10 89.63
1 3 4 5 6 7 8 9 10 90.80
1 2 4 5 6 7 8 9 10 54.61
1 2 3 5 6 7 8 9 10 89.25
1 2 3 4 6 7 8 9 10 74.59
1 2 3 4 5 7 8 9 10 92.31
1 2 3 4 5 6 8 9 10 95.34
1 2 3 4 5 6 7 9 10 91.73
1 2 3 4 5 6 7 8 10 95.16
1 2 3 4 5 6 7 8 9 73.34
自由度はすべて 16なので有意水準 α9 = 0.05 の限界値と比較するとどれも棄却され
る。（p 値はすべて < 0.0001 である。）
4.大きさ 8のすべての仮説について部分分割表の検定を行うとどれも棄却される。（全部で
45通りあり，詳細は省略する。比較に用いる有意水準は α8 = 1− (1−α)8/10 = 0.0402
となることに注意する。p 値は 0.0002 以下である。）
5.大きさ 7のすべての仮説についてもすべての部分分割表が棄却される。（有意水準は
α7 = 1− (1− α)7/10 = 0.0353 となる。p 値は 0.0152 以下である。）
6.大きさ 6のすべての仮説について部分分割表の検定を行うと次の 4つの仮説が保留さ
れる。（有意水準は α6 = 1− (1− α)6/10 = 0.0303 となる。）
行番号 χ2 値 p 値
1 2 3 6 7 9 5.14 0.8817
1 2 4 6 7 9 19.81 0.0311
1 2 6 7 8 9 18.05 0.0541
4 5 7 8 9 10 17.37 0.0666
これらの仮説を含む仮説はすべて検定を行わずに保留する。たとえば，行番号 (1, 2, 3,




新たに次の 2つの仮説が保留される。（有意水準は α5 = 1 − (1 − α)5/10 = 0.0253 と
なる。）
行番号 χ2 値 p 値
2 4 7 8 9 16.80 0.0323
4 6 7 8 9 15.70 0.0469
これらの仮説を含む仮説はすべて検定を行わずに保留する。
8.大きさ 4の仮説のうちすでに保留されたもの以外について部分分割表の検定を行うと
新たに次の 1つの仮説が保留される。（有意水準は α4 = 1 − (1 − α)4/10 = 0.0203 と
なる。）
行番号 χ2 値 p 値
4 5 6 8 14.32 0.0262
この仮説を含む仮説はすべて検定を行わずに保留する。
9.大きさ 3の仮説のうちすでに保留されたもの以外について部分分割表の検定を行うと
すべての仮説が棄却される。（有意水準は α3 = 1− (1 − α)3/10 = 0.0153 となる。）
10.大きさ 2の仮説のうちすでに保留されたもの以外について部分分割表の検定を行うと
すべての仮説が棄却される。（有意水準は α2 = 1− (1 − α)2/10 = 0.0102 となる。）
結果として棄却される仮説は以下の表のようになる。
行番号 χ2 値 p 値
1 5 17.99 0.0001
1 10 20.12 < 0.0001
2 5 14.60 0.0007
2 10 17.81 0.0001
3 4 22.27 < 0.0001
3 5 45.12 < 0.0001
3 8 20.13 < 0.0001
3 10 45.50 < 0.0001
6 10 15.61 0.0004
以上の計算は C でプログラムを書いて実行した。もっと小さな表の場合は手計算でも可
能であろう。
なお，有意水準 α = 0.01 とした場合，最終的に棄却される仮説は次のようになる。（比
較する有意水準は α2 = 1− (1− α)2/10 = 0.0020 となる。）
行番号 χ2 値 p 値
1 5 17.99 0.0001
1 10 20.12 < 0.0001
3 5 45.12 < 0.0001























表 4において全体でのカイ 2乗統計量の p 値を求めると 0.042となり，有意水準 5%で棄
却される。しかし，行方向での部分分割表を調べると p 値が (1,2) に対して 0.209，(1,3)
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